
【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報

当第１四半期連結会計期間における国内経済は、原油・原材料価格の上昇が進み、景気の不透明感がが強まりつ

つあります。海外におきましては、米国経済はサブプライムローン問題に端を発した景気の減速が続き、欧州経済

は景気回復が緩やかになっています。一方、アジア経済は、中国を中心に拡大基調で推移いたしました。 

　このような経済状況のもとで、当社グループは主力製品である自動車・輸送用機器用配管製品ならびに自動車用

樹脂製品の新規受注、受注拡大に取り組むとともに、国内外の子会社・関連会社との企業ネットワークを使った受

注活動を展開いたしました。

　その結果、当第１四半期の売上高は、前年同期と比べて1.9％減少し226億37百万円にとどまりました。利益面に

つきましても、原材料価格の上昇等によるコスト増加の影響等により、経常利益は前年同期と比べて23.4％減少の

８億92百万円、四半期純利益は、前年同期と比べて41.4％減少の３億31百万円となりました。 

 

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本

　売上高は、前年同期と比べて0.4％増加し128億93百万円となりました。営業利益につきましては、原材料価格

の上昇等により、前年同期と比べて38.7％減少の３億84百万円となりました。

②北米・中南米

　アメリカ国内における自動車生産の減少に伴い、売上高は、前年同期と比べて12.7％減少し53億99百万円とな

りました。営業利益につきましては、前年同期と比べて370.4％増加の90百万円となりました。

③その他

 （欧州）

　 昨年８月からサンオー マジャール kft.の新工場での生産が開始したことにより、売上高は、前年同期と比べ

て1.4％増加し、14億36百万円となりましたが、営業利益につきましては、前年同期と比べて50.3％減少の64百万

円にとどまりました。

（中国・アジア）

　中国、東南アジア地区ともに好調に推移し、売上高は、前年同期と比べて 10.2％増加の29億９百万円、営業利

益は、前年同期と比べて25.1％増加の３億37百万円となりました。

２．連結財政状態に関する定性的情報

　当第1四半期連結会計期間末の総資産は700億83百万円となり、前連結会計年度末に比べて11億65百万円減少しま

した。

　主な要因は現金及び預金の減少６億23百万円、売上債権の減少４億48百万円、たな卸資産の減少４億76百万円等

であります。

　負債合計は355億69百万円となり、前連結会計年度末に比べて７億47百万円減少しました。主な要因は仕入債務

の減少１億17百万円、借入金の減少７億22百万円等であります。

　純資産は345億14百万円となり、前連結会計年度末に比べて４億18百万円減少しました。主な要因は、その他

有価証券評価差額金が４億46百万円増加しましたが、為替換算調整勘定が７億38百万円減少したこと等によるもの

です。

　（キャッシュ・フローの状況）

　　　営業活動により得られたキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が８億61百万円、減価償却費が

　　10億83百万円、売上債権・たな卸資産の増加による資金減が１億97百万円、仕入債務の増加による資金増が

　　１億37百万円、法人税等の支払が７億62百万円などにより、17億84百万円となりました。

　　　投資活動に使用された資金は、有形固定資産の取得による支出17億76百万円等により、18億51百万円と

　　なりました。

　　　財務活動に使用された資金は、配当金の支払２億84百万円等により、3億57百万円となりました。

 

　これらの結果、現金及び現金同等物の当第１四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末残高と比較して

６億23百万円減少し、46億31百万円となりました。 
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３．連結業績予想に関する定性的情報

　国内では原材料価格の上昇と景気の不透明感、海外では米国経済の減速など、予断を許さない状況もありますが、

今後の業績は計画通り推移するものと見込まれるため、平成20年5月13日に発表いたしました平成21年3月期の業績

予想を変更しておりません。

 

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

該当事項はありません。　

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。　

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

１．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

　関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務

　諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

　　　　２．重要な資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、製品及び仕掛品は総平均法による原価法、原材料

　　　　　及び貯蔵品は移動平均法による原価法によっておりましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評

　　　　　価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、製品及び仕掛品

　　　　　は総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、原材料及び

　　　　　貯蔵品は移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によ

　　　　　り算定しております。

　　　　　　これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。

 

　　　　３．リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会会計制度委員会）平成19年３月30日改正））が平成20

年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったこと

に伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっ

ております。また、所有権　移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日がリース会計基準等適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、引き続き、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。

 

　　　　４．連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い

　当第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。これによる、

営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。
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